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1【事実の概要】
　⑴Ａ（大正 5 年生まれ、事故当時 91 歳）と
被告Ｙ 1（大正 11 年生まれ、事故当時 85 歳）は、
昭和 20 年に婚姻し、以後同居していた。両者





　⑵平成 12 年 12 月頃、被告ら及びＹ 2 の妹
であるＹ 5 は、Ａが認知症にり患したと考える
ようになった。












事故の直前の時期には 1 箇月に 3 回程度週末に
Ａ宅を訪ねるとともに、ＢからＡの状況につい
て頻繁に報告を受けていた。
　⑶Ａは、平成 14 年 8 月頃の入院を機に認知
症の悪化をうかがわせる症状を示すようになっ












　⑷ Ａは、平成 17 年 8 月 3 日早朝、１人で外
出して行方不明になった。
　⑸ Ｙ 1 は、平成 18 年 1 月頃までに、左右下
肢に麻ひ拘縮があり、要介護１の認定を受けた。






































　⑽ Ａは、本件事故日である平成 19 年 12 月















　Ｘ（ＪＲ東海）は、Ｙ 1 ～Ｙ 5 に対し、本
件事故により振替輸送などの損害を被ったとし
て、民法 709 条又は民法 714 条に基づき損害
賠償として約 720 万円の支払いを求めた。
　第一審（名古屋地判平成 25 年 8 月 9 日判
時 2202 号 68 頁）は、Ｙ 1 は A の徘徊を防止
する義務を怠ったとして不法行為責任を負うと
し、Ｙ 2 は法定の監督義務者と同視し得る A の
事実上の監督義務者であるところ、監督義務を
怠ったとして民法 714 条の責任を負うとしてＹ
1 及びＹ 2 に対する請求を認容し、Ｙ 3 ～Ｙ 5
に対する請求を棄却した。Ｙ 1 及びＹ 2 が控訴。
　原審（名古屋高判平成 26 年 4 月 24 日判時
2223 号 25 頁）は、精神保健福祉法の保護者制
度の趣旨並びに夫婦の協力及び扶助の義務（民
法 752 条）から、Ｙ 1 は法定の監督義務者に該
当し、監督義務の懈怠があったとしてＹ１の民













11 年法律第 65 号による改正前の精神保健及び
精神障害者福祉に関する法律 22 条 1 項により
精神障害者に対する自傷他害防止監督義務が定
められていた保護者や、平成 11 年法律第 149




11 年法律第 65 号により廃止された（なお、保
護者制度そのものが平成 25 年法律第 47 号に
より廃止された。）。また、後見人の禁治産者に
対する療養看護義務は、上記平成 11 年法律第




























































和 56 年（オ）第 1154 号同 58 年 2 月 24 日第























4年 2 月には要介護状態区分のうち要介護 4 の
認定を受けた者である（なお、本件事故に至る
までにＡが１人で外出して数時間行方不明にな
ったことがあるが、それは平成 17 年及び同 18















































知症高齢者の数は、2012（平成 24）年で 462 
万人と推計されており、2025（平 成 37）年に






















































































































本判決が引用する最判昭和 58 年 2 月 24 日判
時 1076 号 58 頁がある。この事案は、心神喪
失の状態にあったＡ（37 歳）が路上で被害者に
突然襲いかかり暴行を加えたことを理由に、Ａ
の両親であるＹ 1 及びＹ 2 が法定の監督義務者
に準ずべき者に該当するかが争われたものであ










































務）者は民法 714 条 1 項の法定の監督義務者に
あたるとしていた。例えば、仙台地判平成 10
年 11 月 30 日判時 1674 号 106 頁・判タ 998

























裁佐世保支判平成 18 年 3 月 29 日判タ 1241
号 133 頁 11、名古屋のある地判平成 23 年 2 月












































高知地判昭和 47 年 10 月 13 日下民 23 巻 9 ～


































支判平成 18 年 3 月 29 日 19、⑤の控訴審であ
る⑥福岡高判平成 18 年 10 月 19 日判タ 1241
号 131 頁及び⑦前掲名古屋地裁岡崎支判平成







































民法 714 条 1 項の法定の監督義務者に該当す


























































































































る 44。そして、平成 11 年の民法改正により、
民法 840 条が削除され、法人が後見人になり得
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